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２０２１年度 好循環の創出に向けた取り組みの⾃⼰評価 
 

 

当⾦庫では、「『⾦融・⾮⾦融トータルでの価値の創造・提供』を起点と
して、地域に活⼒の好循環を創出する」という⻑期ビジョンを掲げ、⻑年
のお取引を通じて蓄積した稠密な地域情報や、地域の皆さまとのネット
ワークを⼗分に活⽤しながら、さまざまな取り組みを進めています。 

あわせて、取り組みの効果を⼀層⾼めることができますよう、活動内容
を定期的に⾃⼰評価し、その結果を開⽰しています。 

このたび、２０２１年度の取組状況を取りまとめましたので、ぜひご⾼
覧賜りますようお願い申し上げます。 

なお、本資料には「中⼩企業の経営の改善および地域の活性化のための
取り組みの状況」「⾦融仲介機能のベンチマーク」「経営者保証に関するガ
イドラインの活⽤状況」に関する内容も、あわせて記載しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
※特に注記のない限り、計数等は２０２１度末時点のものを掲載しています。 

 

 

地域事業者とのリレーションの強化 
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１．取り組みの概要 
◇多様な価値の創造・提供を起点として、好循環の創出を⽬指しています 

当⾦庫では、「『⾦融・⾮⾦融トータルでの価値の創造・提供』を起点として、
地域に活⼒の好循環を創出する」という⻑期ビジョンを掲げ、ビジネスや暮ら
しの課題解決に寄り添う「コンサルティング機能」や、メディアやイベントの
企画制作を含む「クリエイティブ機能」など⾮⾦融の分野からもしっかりと地
域にコミットし、本来の「⾦融機能」に掛け合わせることで、ひとつでも多く
の課題解決に結びつけられるよう努めています。 

特に、２０２１年度が計画最終年度となった「第６次中期経営計画」では、基
本⽅針を「地域やお客さまとの関係再構築」と定め、「より多くの⽅に」「ニーズ
にしっかりマッチした形で」「より品質の⾼い価値を」提供できる態勢の整備に
取り組んでまいりました。 

また、下記のような「地域密着型⾦融の推進に関する基本⽅針」や営業店⽀
援態勢を整え、取り組みの実効性確保に努めています。 

「地域密着型⾦融の推進に関する基本⽅針」 
当⾦庫は、特に下記項⽬に留意し、地域密着型⾦融を推進する。 
１． 地域にベストマッチした独⾃の地域密着型⾦融 
２． 資⾦供給機能にとどまらない幅広い総合⾦融⼒の実現 
３． 協同組織⾦融機関である信⽤⾦庫グループとしての特性発揮 
４． 経営の健全性と透明性の確保 

営業店の取り組みをサポートする本部専担部署 
・ソリューション事業部「ビジネスソリューショングループ」 
・営業店統括部「パーソナルコンサルティンググループ」 
・審査部「企業⽀援グループ」  

 
⻑期ビジョン 

好循環の創出 

⾦融･⾮⾦融トータルでの 
多様な価値の提供 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

第６次中期経営計画 
地域の｢プラットフォーマー｣となるために 

 
 
 
 
 
 
 

地域やお客さまとの関係再構築 
価値を提供するパワーの強化 

【１】｢価値｣のレベルを⾼めよう︕ 
 

【２】⽣産性を向上しよう︕ 

【３】内部管理態勢を維持･強化しよう︕ 

⾦融 
機能 

⾮⾦融 
機能 

２０２２年度より第７次中期経営計画 
｢BREAKTHROUGH｣ 

コンサルティング機能の充実に向けて 
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２．地域事業者とのリレーションの強化 
◇事業先のお客さまとの取引状況    

当⾦庫は、東京都北部・東部・埼⽟県南部を主な営業エリアとして、地域に根差した業務運営を進めています。２０２２年
３⽉末現在、法⼈および個⼈事業主のお取引先２２,８７７社のうち、１１,７１４社の皆さまに当⾦庫をメインの取引⾦融機関
として（融資残⾼１位）としてお取引いただいています（メイン化率５１.２％）。 

引き続き、お客さまとのコミュニケーションの充実に努め、財務⾯のサポートはもちろん、販路拡⼤や企業プロモーション
の充実など、お客さまの本業そのもののサポートにも、⼒を尽くしてまいります。 

 

 東京都の地元 埼⽟県の地元 千葉県の地元 地元外 全地域 
地域別の取引先数 

（法⼈および個⼈事業主） １５,１３２社 ５,１０９社 １２７社 ２,５０９社 ２２,８７７社 

・⺟集団となる取引先を単体ベースで把握しています。 
・地元は、各営業店の重点および周辺地域です。それ以外を地元外として区分しています。 
 

 

メイン取引（融資残⾼１位）先数 １１,７１４社 
 全取引先数に占める 

メイン取引先（融資残⾼１位）の割合 ５１.２% 

・メイン取引先数は、単体ベースでカウントしています。 
 

 

 先数 融資残⾼ 

メインバンク（融資残⾼１位）として取引を⾏っている企業 １０,８６５社 ６,５８４億円 

 
うち経営指標（売上・営業利益率・労働⽣産性）の改善や 

就業者数の増加が⾒られた企業 ４,０４４社 ２,８１９億円 

・メイン先数は、グループベースでカウントしています。 
・経営指標が改善した先とは、売上・当期利益が改善した先です。  
・経営指標に関わらず就業者数の増加が⾒られた先もカウントしています。 
 

共通ベンチマーク １ 

選択ベンチマーク １ 

選択ベンチマーク ２ 
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ライフステージ別 全与信先 創業期 成⻑期 安定期 低迷期 再⽣期 
与信先数 ２３,１８４社 ２,４６２社 ８８４社 ９,６０１社 ２,５０４社 １９１社 

融資残⾼ ９,５８１億円 ９３０億円 ４８７億円 ５,０２９億円 ９９３億円 ３６億円 
○全与信先のうち、「創業期の先」および「過去５期の売上⾼を把握できる先」をライフステージ別に区分しています。 

・創業期⇒創業、第⼆創業から５年まで 
・成⻑期⇒売上⾼平均で直近２期が過去５期の１２０%超 
・安定期⇒売上⾼平均で直近２期が過去５期の１２０%〜８０% 
・低迷期⇒売上⾼平均で直近２期が過去５期の８０%未満 
・再⽣期⇒貸付条件の変更または延滞がある期間 

 

 

 全取引先数 ① 本業⽀援先数 ② 割合 ②／① 
本業（企業価値の向上）⽀援先数および 

全取引先数に占める割合 ２２,８７７社  １,９５９社  ８.６%  

 

◇担保・保証に過度に依存しない融資への取り組み    
ご融資に際しましては、お取引先企業の財務内容のみならず、事業内容を⼗分に理解し、成⻑可能性や事業の将来性を踏ま

えて対応するよう努めています。また、「経営者保証に関するガイドライン」および「事業承継時に焦点を当てた「経営者保証
に関するガイドライン」の特則」の趣旨や内容を充分に踏まえ、担保・保証に必要以上に依存することなく、お取引先企業の
経営課題の解決に資するご融資や、お取引先のニーズに合致した商品の提供を⾏っています。 

その結果、経営者保証ガイドラインを活⽤したご融資は４,６９６社、無担保での融資は１,３７３社、根抵当権を設定してい
ないご融資は１７,５９０社となっています。 

 

 先数 融資残⾼ 

事業性評価に基づく融資を⾏っている与信先 ８１９社  １,９３４億円  

全与信先に占める割合 ３.５%  ２０.２%  
・事業性評価に基づく融資先は、外部専⾨家の導⼊先および本部の専⾨家が担当先している先です。 

選択ベンチマーク １２ 

共通ベンチマーク ５ 

共通ベンチマーク ４ 



  

4 
 

●「経営者保証に関するガイドライン」への取り組み 

当⾦庫では、「経営者保証に関するガイドライン」および「事業承継時に焦点を当てた「経営者保証に関するガイドライン」
の特則」の趣旨や内容を⼗分に踏まえ、お客さまからお借り⼊れや保証債務整理の相談を受けた際の態勢を整備しています。
また、経営者保証の必要性については、お客さまとの丁寧な対話に基づき、法⼈と経営者の関係性や財務状況等の状況を把
握し、同ガイドラインを踏まえて⼗分に検討するなど、適切な対応に努めています。 
 

経営者保証に関するガイドラインの活⽤状況 
新規に無保証で融資した件数 ７,３５５件  

新規融資に占める経営者保証に依存しない融資の割合 ３３.６％  
保証契約を解除した件数 ４２０件  

経営者保証に関するガイドラインに基づく保証債務整理の成⽴件数 
（当⾦庫をメイン⾦融機関として実施したものに限る） ０件  

 

 

 全与信先数① ガイドライン 
活⽤先数② 割合 ②／① 

経営者保証に関するガイドラインの活⽤先数 
および全与信先数に占める割合 ２３,１８４社  ４,６９６社  ２０.３%  

 

 

 地元中⼩与信先① 無担保融資先② 割合 ②／① 
地元の中⼩企業与信先のうち、 

無担保融資先数（先数単体ベース）、 
および無担保融資額の割合 

先数 １９,８０６社  １,３７３社  ６.９%  

融資残⾼ ７,６３６円  ４９４億円  ６.５%  
・無担保与信先とは、不動産担保、有価証券担保、預⾦担保のない先です。  

選択ベンチマーク １１ 

選択ベンチマーク ７ 
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 地元中⼩与信先数 ① 根抵当未設定先数 ② 割合 ②／① 
地元の中⼩企業与信先のうち、 

根抵当権を設定していない与信先の割合 １９,８０６社  １７,５９０社  ８８.８%  

・不動産の根抵当や預⾦・有価証券の包括担保を取得していない先です。 

 

 

 

 地元中⼩与信先数 ① 無保証メイン先数 ② 割合 ②／① 

地元の中⼩企業与信先数のうち、 
無保証のメイン取引先数の割合 １９,８０６社  ３,１９９社  １６.２%  

・保証協会、保証会社の保証を付けずに、ご融資を⾏っている先です。 

 

 

 

 中⼩向け融資 保証協会付融資 １００％保証付融資 
 残⾼ ① 残⾼ ② 割合 ②／① 残⾼ ③ 割合 ③／① 

中⼩企業向け融資のうち、 
信⽤保証協会保証付融資額の割合 

および１００％保証付融資額の割合 

８,６８７億円 ３,５４０億円 ４０.８% １,７４４億円 ２０.１% 

 

 

  

選択ベンチマーク ９ 

選択ベンチマーク １０ 

選択ベンチマーク ８ 
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３．地域の皆さまへのコンサルティング機能の発揮    
地域に活⼒の好循環を創りだすうえでは、エリア内のビジネスの活性化や豊かな暮らしの実現に、⾦融・⾮⾦融の両⾯から多

⾯的に関わっていくことが重要と考えています。既存の事業先への販路拡⼤⽀援、事業承継⽀援、経営改善・事業再⽣⽀援など
はもちろん、地域内で新たにビジネスを興す動きを⽀える創業・新事業⽀援、また、ライフステージに応じた安定的な資産形成
のお⼿伝いなど、さまざまな場⾯でコンサルティング機能を発揮できますよう努めています。 

 

◇創業・新事業開拓⽀援 
創業や新事業を開拓する地域企業に対し、資⾦調達⼿段の提供といった⾦融⽀援のほか、販路拡⼤⽀援など⾮⾦融⾯での⽀

援も⾏っています。 

● インキュベーション施設 ／ ＣＯＳＡ ＯＮ（コーサ オン） 
「インキュベーションオフィス」と「カフェ形態のコミュニティ拠点」からなる複合施設「ＣＯＳＡ ＯＮ」を、２０１９

年５⽉２４⽇に開設し、創業⽀援による地域経済の活性化に取り組んでいます。 
 

＊インキュベーションオフィス（２階） 
起業家向けにレンタルオフィスを提供するとともに、起業家のニーズに合わせた伴⾛
型⽀援を⾏います。当⾦庫職員による経営⽀援や提携専⾨家による課題解決⽀援はも
ちろんのこと、地域企業とも連携し、起業における悩み事の相談や事業のアドバイス
を得られる体制づくりを⾏い、起業家の円滑な事業展開を地域ぐるみでお⼿伝いしま
す。２０２１年度末現在、７社が⼊居しています。 

 
＊カフェ形態のコミュニティ拠点（１階） 

地元の皆さんでにぎわうカフェとして、また、起業家の皆さんが打ち合わせや展⽰会、
イベントなどを開催するスペースとしてご利⽤いただいています。地域企業と連携し
たワークショップや交流会の開催など、起業家と地域の新たなつながりを創り出すコ
ミュニティ拠点にもなっていましたが、２０２１年度は新型コロナウイルス感染防⽌
のため活動を縮⼩しています。 
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● 創業・新事業⽀援融資 

２０２１年度は５２５先の創業を⽀援しました。今後も、創業期のお客さまに対して、積極的かつスピーディーに対応し、
また、事業が軌道にのるまで継続した⽀援を進めていきます。 

 

 

当⾦庫が関与した創業、第⼆創業の件数 ５２５件  

・創業︓設⽴５年以内の融資先です。 

 

 

創業⽀援先数（⽀援内容別） 

創業計画の策定⽀援 ５２５社  

創業期の取引先への融資 
（プロパー） ５０社  

（信⽤保証付） ３９４社  

政府系⾦融機関や創業⽀援機関の紹介 ０社  

ベンチャー企業への助成⾦・融資・投資 ０社  

 
● ものづくり補助⾦ 

お取引先の新しい取り組みを⽀援するため、各種補助⾦・助成⾦の無料個別相談会開催や個別申請⽀援等へ積極的に取り
組み、お取引先に対してその採択のお⼿伝いをしています。制度説明や申請に関する相談などをお受けする個別相談会を毎
年開催しています。 

 
 

 実⾏先数 実⾏⾦額 
ものづくり補助⾦ １３先  １６１百万円  

  

共通ベンチマーク ３ 

独⾃ベンチマーク 

選択ベンチマーク １６ 
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● ポータルサイト「ＮＡＣＯＲＤ（ナコード）」を運営                     
ポータルサイト「ＮＡＣＯＲＤ」を運営し、購⼊型クラウドファンディ

ングサービス等のご提供を⾏っています。 
お取引先の独創的なアイディアやプロジェクトに対して資⾦調達⼿段

となるだけではなく、インターネットを活⽤した新製品のプレマーケティ
ングやプロモーションの場を提供することにより、地域企業の新たなチャ
レンジを応援しています（２０２１年度は、商品紹介やインタビュー記事
を新たに１６件掲載）。 

「ＮＡＣＯＲＤ」を異なる地域のお客さま同⼠を結びつける場としても
活⽤いただけるよう、全国の信⽤⾦庫との連携を進めています。 

 
 

「ＮＡＣＯＲＤ」を活⽤したクラウドファンディングの実績 
実⾏件数 １７件 

⽬標達成件数 １４件 
⽬標⾦額 ３,４３０千円 
調達⾦額 ２８,０１８千円 
⽀援者数 ２,８９４⼈ 

 
 

  

▲ ＮＡＣＯＲＤ https://www.nacord.com/ 

独⾃ベンチマーク 
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◇成⻑・課題解決⽀援    

⾦融⾯の⽀援だけでなく、企業の次代を担う若⼿経営者の⽅々を主な対象とする「城北未来塾」、お取引先の販路拡⼤⽀援
のための「城北 夢をかなえる商談会」、経営課題全般の解決⽀援のための「城北 新現役交流会」を開催するなど、お取引先
の成⻑、課題解決に向けて、ニーズに合わせたさまざまな取り組みを⾏っています。 

 実⾏件数 実⾏⾦額 
成⻑基盤強化融資 １４件  ３,８４５百万円  

 
 実⾏件数 実⾏⾦額 

城北ＮＥＷサポートローン ２１０件  ３,１３２百万円  
 
 

● オンラインコミュニティ「COSA ON online（コーサオン オン オンライン）」 

２０２１年１１⽉、事業者さま向けのオンラインコミュニティ「COSA ON 
Online」を開設し、より多⾯的に事業経営をサポートしています。ＳＮＳを活
⽤したお客さま同⼠の活発な交流により新たなビジネスマッチングなどが⽣ま
れています。最新の話題を取り上げたセミナーを定期的に開催するなど、オン
ラインの利点を活かした多様なメニューをご⽤意しています。地域事業者同⼠
の⾃発的連携の促進に寄与し、地域社会の持続的な発展に貢献してまいります。 
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● 農業⼥⼦プロジェクト 
農林⽔産省が推進している、全国の⼥性農業者と⺠間企業等との連携に

よる、新商品・サービスの開発並びに農業への理解促進等を⽬的とした「農
業⼥⼦プロジェクト」に、⾦融機関として唯⼀参画しています。 

当⾦庫が運営するＷＥＢサイト「Naturliga（ナチュリガ）」にて、農業
⼥⼦の取り組みを紹介するほか、リーフレットを作成し農業⼥⼦を紹介す
るなど、農業の魅⼒を発信しています。 

 

●「城北 新現役交流会」の開催 
地元中⼩企業の経営課題の解決を⽀援する取り組みとして、豊富な知識や経験、ネットワークを有する新現役（おおむね

５０歳以上で、⼀つの分野で１０年以上の職歴を持ち、それを活かした中⼩企業⽀援に意欲のある⼈材）の⽅と、地元中⼩
企業の出会いの場を提供する「新現役交流会」を毎年開催しておりますが、２０２１年度は、新型コロナウイルス感染防⽌
のため中⽌しました。 

 

●「事業承継セミナー」の開催 
事業承継⽀援の取り組みの⼀環として、定期的に「事業承継セミナー」を開催し、セミナー終了後には個別相談会を実施

し、より詳細な相談にも応じています。 
２０２１年度の「事業承継セミナー」は、新型コロナウイルス感染防⽌のため中⽌とし、個別に事業承継をサポートしま

した。 
 

 

事業承継⽀援先数 ２３６社 

 

 

 

 

選択ベンチマーク ２１ 
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● 若⼿経営者の⽀援 

企業の次代を担う若⼿経営者を主な対象とする「城北未来塾」を定期的に開催しています。セミナーでは、経営現場で役
⽴つ実践的な話題の提供に努めるとともに、経営者同⼠による交流会を通じ、企業間の円滑な情報交換をサポートしていま
す。 

２０２１年度の「城北未来塾」は、新型コロナウイルス感染防⽌のため中⽌しました。 
 

● ホームページ制作の作成⽀援 
ホームページ制作業者である株式会社イノベーションアーティスツと２０１７年

８⽉に業務提携を締結し、当⾦庫の取引先のホームページ作成⽀援サービスを提供し
ています。当サービスは、ＷＥＢ制作のプロが取引先へ取材を⾏い、それぞれの企業
の特⻑に合わせてサイトを制作することで、取引先のビジネスチャンスを広げるお⼿
伝いするものです。 

ホームページ制作⽀援先数 １８社 

 

● プレスリリースの配信サービス 
プレスリリースの配信代⾏サービスを提供する株式会社バリュープレスと連携し、当⾦庫のお客さま限定で６ヵ⽉間無料

体験できるトライアルプランをご案内しています。各種ニュースサイトや新聞雑誌社の記者宛てに、⾃社の新サービスや新
製品の情報をプレスリリースとして配信できるサービスで、お取引先企業等のプロモーションや認知度向上にご利⽤いただ
いています。 

プレスリリース配信利⽤先数 ２１社 
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◇経営改善⽀援・早期事業再⽣⽀援    
抜本的な経営改善を必要とする取引先企業の経営改善・事業再⽣のため、中⼩企業活性化協議会や経営改善⽀援センターや、

経営コンサルタントや公認会計⼠、税理⼠などの外部専⾨家との連携に努め、事業再⽣⽀援に取り組んでいます。 
 

● 外部機関との連携 
経営改善・早期事業再⽣⽀援にあたっては、中⼩企業活性化協議会や⺠間コンサルタントなどの外部機関との連携に努め

ています。２０２１年度における主な連携の状況は下記の通りです。 
 

 中⼩企業活性化協議会 ⺠間コンサルタント 
持込 計画策定 取組中 紹介 契約 計画策定 取組中 

２０２１年度 １４ １２ ２  １２ １１  ２ １１ 
累計 ６９  ４５ －   ５０４  ３６６  ２１０ －  

 

● 経営⾰新等⽀援機関認定制度の利⽤先数 
業務提携した税理⼠等の認定経営⾰新等⽀援機関と連携して、「経営改善計画策定⽀援事業」を活⽤した経営改善⽀援にも

積極的に取組み活⽤しています。 
 
 

経営⾰新等⽀援機関認定制度の利⽤ ２６２先 

 

 

 

 

 
 

独⾃ベンチマーク 
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● 経営改善⽀援への取り組み実績（２０２１年４⽉〜２０２２年３⽉） 
 

期初債務者数 
(Ａ) 

 

経営改善⽀
援 

取組率 
＝(α)／(Ａ) 

ランクアッ
プ率 

＝(β)／(α) 

再⽣計画策
定率 

＝(δ)／(α) 
うち 

経営改善⽀援 
取組先数(α) 

(α)のうち期末に 
債務者区分が 
ランクアップ 
した先数(β) 

(α)のうち期末に 
債務者区分が 

変化しなかった 
先数(γ) 

(α)のうち 
再⽣計画を 

策定している 
全ての先 

正常先 ① ７,０２４ １２  ３ ３ ０.１７％  ２５.００％ 

要
注
意
先 

うちその他 
要注意先 

② ９,６０１ ４１８ ６ ３８６ １９２ ４.３５％ １.４３％ ４５.９３％ 

うち 
要管理先 

③ 3９ ６ ０ ６ ０ １５.３８％ ０.００％ ０.００％ 

破綻懸念先 ④ ４２８ ３７ １ ３６ １８ ８.６４％ 2.７０％ ４８.６４％ 

実質破綻先 ⑤ ３２７ ０ ０ ０ ０ ０.００％ ― ― 

破綻先 ⑥ ７３ ０ ０ ０ ０ ０.００％ ― ― 

 ⼩計（②〜⑥） １０,４６８ ４６１ ７ ４２８ ２１０ ４.４０％ １.５１％ ４５.５５％ 

合 計 １７,４９２ ４７３ ７ ４３１ ２１３ ２.７０％ １.４７％ ４５.０３％ 

（注）・期初債務者数および債務者区分は２０２１年４⽉当初時点で整理しました。 
・期初債務者、経営改善⽀援取組先は、取引先企業（個⼈事業主を含む）であり、個⼈ローン、住宅ローンのみの先は含みません。 
・(β)には、当期末の債務者区分が期初よりランクアップした先数を記載しております。なお、経営改善⽀援取組先で期中に完済した債務者は(α)に含める

ものの(β)には含めておりません。 
・期初の債務者区分が「うち要管理先」であった先が、期末に債務者区分が「うちその他要注意先」にランクアップした場合は(β)に含めております。 
・期初に存在した債務者で、期中に新たに「経営改善⽀援取組先」に選定した債務者については、（仮に選定時の債務者区分が期初の債務者区分と異なっ

ていたとしても）期初の債務者区分に従って整理しております。 
・期中に新たに取引を開始したお取引先については、本表に含めておりません。 
・(γ)には、期末の債務者区分が期初と変化しなかった先数を記載しております。 
・みなし正常先については正常先の債務者数に計上しております。 
・(δ)には、⾦融機関独⾃の再⽣計画策定先のほか、中⼩企業活性化協議会、ＲＣＣ、地域経済活性化⽀援機構、産業復興機構、東⽇本⼤震災事業者再⽣

⽀援機構などと連携した再⽣計画策定先を含んでおります。 
 

 

 条件変更の総数 好調先 順調先 不調先 
貸付条件の変更を⾏っている中⼩企業の 

経営改善計画の進捗状況 １０,５９３社  １４社  １０９社  １０,４７０社  

・進捗を計測する指標は、売上・当期利益です。 
・好調（１２０%超）、順調（８０%〜１２０%）、不調（８０%未満）に区分（過去５期分の平均と⽐較）しています。 

共通ベンチマーク ２ 
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● リスク管理債権額（地域別） 
 
 

債権種別（億円） 東京都の地元 埼⽟県の地元 千葉県の地元 地元以外 

３ヶ⽉以上延滞 ０億円  ０億円  ０億円  ０億円  

貸出条件緩和 ４２億円  ７億円  ０億円  ３５億円  

延滞債権 ２９３億円  ６２億円  １億円  ７２億円  

破綻債権 ３億円  １億円  ０億円  ２億円  

合計 ３３９億円  ７２億円  １億円  １１１億円  

 

● 地元への融資に係る信⽤リスク量と全体の信⽤リスク量との⽐較 
 

 

 
ＥＬ︓平均損失予想額 ＵＬ︓平均外損失予想額 

地元 全与信先 地元 全与信先 
地元への融資に係る信⽤リスク

量と全体の信⽤リスク量 ３１億円  ４５億円  ２８億円  ４７億円  

 

 

 

選択ベンチマーク ４７ 

選択ベンチマーク ２７ 
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◇充実したライフプランのサポート 
 

● 資産形成・運⽤⽀援 
安定的な資産形成・資⾦運⽤の⼿段として、少額からでも投資可能な定時定額買付型投資信託を中⼼にお客さまにご提案

しています。その際にはお客さまの⾦融商品に関する知識・経験、ご購⼊⽬的、リスク許容度などを踏まえ、最適な商品・
サービスをお勧めしています。また、お客さまの利便性向上にむけて、店舗・インターネットなど、チャネルの充実に取り
組んでまいります。 

 
 顧客数 残⾼ 

投資信託 ８,３１９先 １５,２０７百万円 

 

種類 ⼝座数 

ＮＩＳＡ ３,０６０件 

ジュニアＮＩＳＡ ６８６件 

積⽴ＮＩＳＡ １,８４４件 

 

● 住まい充実のお⼿伝い 

⼟地および住宅の購⼊、住宅の新築・増改築、他⾦融機関の住宅ローンの借り換えの際に当⾦庫の住宅ローンをご利⽤い
ただいており、２０２１年度は４８０件の実績となっています。 

 実⾏件数 実⾏⾦額 

住宅ローン ４８０件 １５,５８１万円 
 

 

 

 



  

16 
 

● 資産承継⽀援 

お客さまのニーズに合わせてＦＰ個別相談会を実施しているほか、各営業店での「城北お茶のみ講座 相続よもやま話」、
⽇本弁護⼠連合会との連携による「遺⾔・相続 全国⼀⻫相談会」を通じて、経営⽀援や⽣活基盤⽀援に関する相談をお受け
しておりますが、２０２１年度は、新型コロナウイルス感染防⽌のため開催を中⽌しました。 

 
 

● 年⾦受給者数〔２０２２年２⽉実績〕 

⽼後の⽣活を⽀える⼤切な年⾦の受給先として数多くのお客さまに、当⾦庫の⼝座をご利⽤いただいています。 

 件数 ⾦額 

年⾦受給      １３４,２４２件 ２０,６０７百万円 

 
 

● 暮らし充実のためのお⼿伝い 

例年、春の国内旅⾏、夏休みの⼦供⽇帰り旅⾏、秋の国内旅⾏、クリスマスディナーショーを開催していましたが、２０
２１年度は、新型コロナウイルス感染防⽌のため開催を中⽌しました。 

  



  

17 
 

４．地域全体の活性化に向けて     
地域の皆さまに、⾦融機能だけでなく、⾦融とは直接関係のない分野からも、地域社会と多様なコミュニケーションを図り、

地域との深く密接な「つながり」の形成に努めています。    
 

● 地域の魅⼒を伝える取り組み 

北区⾚⽻地区での活動 
北区⾚⽻地区の魅⼒を伝える取り組みとして、毎年４⽉頃に北区⾚⽻で開催される「⾚⽻⾺⿅祭り」に、当⾦庫から毎年

１００名を超える職員が⼤パレードに参加しています。晩夏には「北区花⽕会」、冬には「東京・⾚⽻ハーフマラソン」と、
年間を通じて⾚⽻地域の活性化に取り組んでいます。 
※「⾚⽻⾺⿅祭り」、「東京・⾚⽻ハーフマラソン」は、新型コロナウイルス感染防⽌のため中⽌となりました。 
※「北区花⽕会」は、新型コロナウイルス感染防⽌のため中⽌となりました。 

 

東京北区観光協会へのサポート 
２０１７年に官⺠連携により、地域の活性化や、来街者・定住⼈⼝の増加を⽬的に、⼀

般社団法⼈ 東京北区観光協会が設⽴されました。当⾦庫では、職員を派遣し、ＳＮＳによ
る情報発信や地域イベントの企画・運営サポートを通じて、北区の観光プロモーション事
業を多⾯的にバックアップしています。 

 

地域の魅⼒的なスポットのご紹介 
当⾦庫公式ＷＥＢサイト内のコミュニティページに、東京都城北地区

を⾛る「東京さくらトラム（都電荒川線）」沿線の魅⼒をご紹介する「Tram 
Walker」や、東京都城北地区や埼⽟県南部にある魅⼒的なスポットを写
真でご紹介する「Johoku Journey」を掲載しています。 
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● ⼈と暮らしを豊かにする取り組み 

Johoku Athletes Club による活動 

当⾦庫では、正職員として雇⽤するアスリート職員によ
る「Johoku Athletes Club」の活動を通じて、地域に対し
てスポーツの魅⼒やその社会的価値をお伝えしています。 

２０２１年度は、職員として仕事と競技を両⽴しながら、
各々が国内外の⼤会で健闘しています。また、⼀⽇警察署
⻑や⼩学⽣向けのスポーツ教室、講演会などのイベントを
通じて、地域の皆さまとの交流を⾏っています。 

 

渋沢栄⼀を通じた地域活性化への取り組み 
北区ゆかりの偉⼈・渋沢栄⼀をモチーフに当⾦庫職員が

デザインした「しぶさわくん」を通じて、地域の活性化と
区内外への魅⼒発信に取り組んでいます。 

当⾦庫ホームページ内に特設ページ「しぶさわエール」
を開設し、地域の事業者さまが開発したお⼟産品や当⾦庫
の取り組みをご紹介しています。 

 

● 環境への取り組み 

「エコライフＤＡＹ２０２１」参加 

２０２１年６⽉１３⽇、埼⽟県川⼝市の地域温暖化防⽌活動「エコライフＤＡＹ２０２１」に、川⼝市内の５店舗が参
加しました。職員およびその家族、計１９８名がＣＯ²排出量削減に取り組み、１⽇で合計１９９kg のＣＯ²削減に貢献し
ました。 
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● 安⼼して暮らせる街づくり 

認知症サポーター 

認知症に対する理解を深め、ご来店時などに適切なサポートがで
きますよう、北区役所のご協⼒により役職員が「認知症サポーター
養成講座」を受講しています。２０２２年３⽉末現在、全部室店に
認知症サポーターが配置されています。 

 

視覚障害者対応 

当⾦庫が設置する全てのＡＴＭは、付属のハンドセット（受話器）
から流れる⾳声案内に従い、ハンドセットのテンキーを操作するこ
とで、視覚に障がいのある⽅にもご利⽤いただけるようになってい
ます。 

 

振り込め詐欺などの未然防⽌ 

次々と新たな⼿⼝が編み出される振り込め詐欺などの⾦融犯罪に対しては、店頭でのお声掛けや地元警察との連携を強化
するとともに、⽇頃から全店舗で対応事例を共有し、被害の未然防⽌に努めています。近年では、警察官等になりすました
犯⼈が、キャッシュカードと暗証番号を⾔葉巧みに騙し取り、預⾦を不正に引き出す犯罪が増加していることから、特に注
意をお願いしています。こうした取り組みにより、２０２１年度は１７件・８百万円の詐欺被害を未然防⽌しました。 

 
 件数 ⾦額 

振り込め詐欺等未然防⽌  １７件   ８百万円 

 

 

 

認知症サポーター数 ８６０⼈ 
 

 

ＡＴＭ設置台数 ２６４台 
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⼦供１１０番の家 

不審者の付きまといや声掛けなど、⼦供たちの⾝の危険を感じたときに逃げ込める場所を提供
するボランティア活動に参加しています。 

 

 

 

消費者志向経営の取り組み 

「消費者志向経営（愛称︓サステナブル経営）」とは、消費者庁が普及に取り組んでい
る消費者を重視した事業活動です。 

当⾦庫は、「消費者志向経営」の主旨に賛同し、２０２０年７⽉に「消費者志向⾃主宣
⾔」を定め、これを当⾦庫ＷＥＢサイトにて公表するとともに、当⾦庫ならではの取り組
みを「消費者志向経営活動報告」として開⽰しています。 

消費者庁では、当⾦庫の取り組みの中から、特に「⽣活⼝座共有サービス（シニア向け
ライフサポートサービス『結』シリーズ）」をご評価いただき、２０２０年１２⽉、「消費
者志向経営優良事例表彰」における「消費者庁⻑官表彰（特別枠）」を受賞いたしました。 
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５．推進に向けた態勢整備     
お客さまとのコミュニケーションを深めることや、お⼀⼈おひとりに最適なサービスを提供することに、⾦庫全体で取り組

めますよう、業務の適正化・効率化と⼈材の育成・活⽤を進めています。    
 

● ⼦会社「ＪＳパートナーズ株式会社」設⽴ 

コンサルティングサービスに特化した１００％⼦会社である「ＪＳパートナーズ株式会社」を設⽴しました。創業⽀援に
よる地域経済の活性化に取り組んでいます。 

当⾦庫では、かねてより事業者さまに対する各種ビジネスソリューションのご提供や、個⼈のお客さまに向けた資産形成
やライフプラン等に関するご提案に⼒を⼊れておりますが、この度、コンサルティングに特化した⼦会社の設⽴により、ス
ピード感と柔軟性、より⾼い専⾨性を持ちあらゆるニーズにお応えできますよう努めてまいります。 

＊事業内容 

 ・個⼈のお客さまに向けた遺⾔やご相続、資産コンサルに関する事業 

 ・事業者さまに向けた各種ビジネスソリューションサービスのご提案や 
  オンラインコミュニティ「COSA ON online」の運営 

 ・経営環境やお客さまニーズに合致したサービスメニューの企画、開発等 
 

● リレーショングループ（営業担当者）の職員数、割合 

 職員数 割合 

リレーショングループ（営業担当者）の職員数と割合 ４５１⼈ ２３.８３％ 
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● ⼥性管理職の⼈数、割合 

２０２２年度３⽉末時点の⼥性管理職は、前年度から２５⼈増加し２５５⼈となり、管理職における⼥性⽐率２７.３８％とな
りました。 

 職員数 割合 

⼥性管理職（係⻑相当職以上）の職員数と 
全職員における割合 ２５５⼈ ２７.３８％ 

 

● 職員採⽤数 

２０２１年度は、新卒者７１⼈が当⾦庫の新しい仲間として加わりました。 

 

● ⼈材育成各種の研修、⾃⼰啓発プログラムによる能⼒開発はもとより、本部専⾨スタッフや外部機関との連携を通じて実践
的なノウハウを習得することにより、事業性評価やコンサルティングに関する職員の能⼒向上に努めています。また、お客
さまのご要望や諸課題に対するきめ細やかな対応を実現するため、職員のコミュニケーション能⼒の向上にも⼒を⼊れてい
ます。 

おもな研修の実施状況  職員の専⾨資格取得状況 
コンサルティング能⼒向上に関する研修  ３４５⼈ ＣＦＰ ６名 
お客さま応対・ＣＳ向上に関する研修 ４８２⼈ ＡＦＰ ２６名 
若⼿職員に対する基本研修 ４８１⼈ ＦＰ技能⼠１級 １９名 
新任管理職などに対する階層別の⼼得研修 １７５⼈ ＦＰ技能⼠２級 ９１２名 
  ＦＰ技能⼠３級 １,１７５名 

 

 

 

 

 

採⽤職員数 ７１⼈ 
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 研修実施回数 参加者数 資格取得者数 
取引先の本業⽀援に関連する研修等の実施回数、同研修等への 
参加者数および同趣旨の取り組みに資する資格取得者数 １０回 １１９⼈ ９⼈  

 
● 投資信託アドバイザー養成プログラムの実施状況 

通信講座・内部研修・習熟度判定試験（知識・技能）を織り交ぜながら、６ヵ⽉をかけて実践的な技能向上を図る養成プ
ログラムを実施しています。２０２１年度は３８名が受講・修了しました。 

 

● 業績評価 
２０２１年度の業績評価制度は、事業計画の要である「お客さまとの関係再構築」を重点的に取り組むために、重要

推進事項について職員の取り組み姿勢の評価を継続実施しつつ、盤⽯な経営基盤の実現に向けて、店舗収益を評価する
「業績部⾨」を主軸に評価しました。また、「プロセス部⾨」として業績⽬標の達成プロセスも評価しています。 

営業店職員の個⼈表彰の実績の積み上げが、店舗の業績につながる評価体系を引き継ぎつつ、個⼈表彰の評価項⽬を
重点項⽬に集約するとともに、お客さまとの関係強化・接点強化の観点から評価項⽬を選定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

選択ベンチマーク ３９ 
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◇外部専⾨家・外部機関との連携 
企業⽀援・地域活性化⽀援の取り組みを、より効果的に進められますよう、地元⾃治体や外部専⾨機関などとのネットワー

クの強化に努めています。 
 

●「市区町村による創業⽀援事業計画」への参画 
当⾦庫は、各⾃治体が取り組む「市区町村による創業⽀援事業計画」に、地域⾦融機関として参加しています。この事業

は産業競争⼒強化法に基づくもので、荒川区（全国第１号として２０１４年３⽉に認定）、⾜⽴区（２０１４年６⽉）、北区
および練⾺区（２０１５年５⽉）が経済産業省から認定を受けています。 

本計画において当⾦庫は、各区が設けた創業⽀援融資において⾦利や信⽤保証料を優遇することにより、地域の創業者を
⾦融⾯から⽀援しています。また、関係機関と緊密に連携し、各機関が保有する豊富なノウハウの提供にも努めています。 

 
●「空き家対策」について地元⾃治体と連携 

当⾦庫では、「空き家対策」に積極的な取り組みを⾏っている練⾺区やさいたま市、川⼝市といった地⽅公共団体との連携
を進めていますが、２０１８年度は２⽉に松伏町と協定を締結しました。２０１７年１０⽉２⽇からは、空き家問題の解決
にご利⽤いただけるよう、「城北 空き家活⽤ローン」を取り扱っており、当⾦庫が「空き家」に関する協定等を締結してい
る区市町内に「空き家」が所在している場合には、⾦利優遇も⾏っています。 

 
● 北区とスポーツ振興に関する「パートナーシップ協定」を締結 

２０１７年１１⽉より、東京都北区と「パートナーシップ協定」を締結しております。北区および区内企業と連携し、企
業が有するスポーツの推進に資するリソースやコンテンツを活⽤して、東京２０２０⼤会の開催気運を醸成に協⼒していま
す。また、連携を通じ、スポーツを通じた地域振興と⻘少年育成にも努めています。 

 

 

 

 

 

 



  

25 
 

 

● 地域企業等に対する各種顕彰への協賛・後援 
地元⾃治体が設ける各種顕彰を協賛・後援し、地域産業の活性化などを⽀援しています。 

荒川区ビジネスプランコンテスト ／ 北区ビジネスプランコンテスト 
北区きらりと光るものづくり顕彰 ／ 板橋区製品技術⼤賞 
豊島区・北区荒川区 起業家交流会 ／ 豊島区・北区荒川区 ⼥性起業家交流会 他 

 
 

以 上   

 


